
平成22年3月1日　岩手県地域振興部市町村課

平成21年度いわて市町村行財政コンサルティング　診断調書（データ編）
市町村名 大船渡市

【普通会計の状況】　

〔表1〕 財政力・歳入構造の自立度・安定度　（⇒財政的な基礎体力があるか） （単位：百万円、％）

順位

標準財政規模（臨財債含む） 10,999 10,546 10,528 10,666 10,484 10,540 ▲ 459 　　↓

財政力指数　 財
政

0.40 0.41 0.42 0.43 0.44 0.44 0.35 8 0.04 ↑　　

自主財源比率 地
方

30.4 33.6 32.8 33.0 34.2 32.8 29.9 12 2.4 ↑　　

地方税額 3,732 3,811 3,697 3,773 4,115 4,095 363 ↑　　

地方税の歳入割合 地
方

20.1 21.5 21.3 21.7 22.9 20.8 19.7 15 0.7 ↑　　

市町村税の徴収率 90.9 90.1 88.7 89.0 89.3 89.1 92.3 32 ▲ 1.8 　　↓

国保税の徴収率 78.9 78.1 78.3 78.5 79.6 76.3 70.9 17 ▲ 2.6 　　↓

地方交付税額（臨財債含む） 7,342 6,594 6,368 6,530 6,283 6,419 ▲ 923 　　↓

交付税依存度 地
方

39.6 37.2 36.7 37.6 34.9 32.7 44.5 7 ▲ 6.9 ↑　　

（参考）H21財政力指数 0.44

〔表2〕 収支と基金残高　（⇒基金の取崩しに頼る財政運営となっていないか。実質単年度収支の３年連続赤字は要注意）

実質収支比率 実
質

2.5 2.3 2.0 1.8 4.2 4.3 3.3 7 1.8 ↑　　

実質単年度収支比率 実
質

0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.5 ▲ 1.2 ▲ 2.4 2.7 34 ▲ 3.3 　　↓

基金現在高 3,178 3,033 2,894 2,692 2,215 1,534 ▲ 1,644 　　↓

　うち財政調整基金 1,374 1,322 1,322 1,179 802 542 ▲ 832 　　↓

　うち減債基金 844 835 722 732 702 506 ▲ 338 　　↓

基金残高倍率 基
金

28.9 28.8 27.5 25.2 21.1 14.6 30.3 29 ▲ 14.3 　　↓

- - -

一借限度額（普通会計） 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 0 　　↓

一借限度額倍率 一
般

27.3 28.4 28.5 28.1 28.6 28.5 18.8 31 1.2 　　↓

※分母となる標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額分を加算している。（以下の比率において同じ。）

960 876 850 781 711 486

〔表3〕 歳出規模の適正度　（⇒実質単年度収支が赤字の場合、身の丈にあった歳出規模となっているか）

歳出決算額 17,990 17,191 16,875 17,094 17,480 19,157 1,167 ↑　　

歳出決算倍率 歳
出

163.6 163.0 160.3 160.3 166.7 181.8 149.0 35 18.2 　　↓

〔表4〕 財政構造の弾力性　（⇒どの経常的経費の割合が高いか。義務的、経常的経費により財政が硬直化していないか）

経常収支比率 経
常

87.1 90.4 90.6 89.8 90.4 92.0 88.0 29 4.9 　　↓

人件費の比率 職
員

30.1 31.4 31.4 30.2 29.8 29.6 25.6 30 ▲ 0.5 ↑　　

物件費の比率 需
用

7.9 8.1 8.2 8.7 8.6 9.0 11.1 7 1.1 　　↓

維持補修費の比率 公
共

0.5 0.4 0.3 0.5 0.3 0.4 1.4 5 ▲ 0.1 ↑　　

扶助費の比率 生
活

6.3 6.9 7.2 7.8 7.8 7.7 5.2 31 1.4 　　↓

補助費等の比率 各
種

13.0 14.0 14.4 13.5 13.9 15.0 12.2 31 2.0 　　↓

公債費の比率 地
方

21.6 21.0 20.3 20.1 20.6 19.5 23.2 4 ▲ 2.1 ↑　　

繰出金の比率 公
営

7.7 8.4 8.8 9.0 9.4 10.9 9.3 25 3.2 　　↓

経常収支比率（公債費除き） 65.5 69.4 70.3 69.7 69.8 72.5 64.7 35 7.0 　　↓
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〔図1-1〕標準財政規模と財政力指数
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〔図1-2〕地方税額･徴収率と自主財源比率
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〔図1-3〕地方交付税額と交付税依存度
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〔図2-1〕実質収支比率と実質単年度収支比率
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〔図2-2〕基金現在高と基金残高倍率
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〔図4-1〕経常収支比率とその性質別内訳
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〔図4-2〕H20経常収支比率の状況 【領域D】

・公債費、公債費以外ともに比率が

高い。徹底した行革努力により比率

引下げが必要。

・行革による捻出財源は、繰上償還

又は積立金として公債費負担の軽減

に活用する必要あり。

【領域B】

・公債費以外の比率が高

く、行革努力により財源

捻出の可能性。

・実質公債費比率や将来

負担比率が低い場合は、

捻出財源は新たな投資

の償還財源として活用す

る余地あり。

【領域A】

・比較的健全な状態。

・経常的経費が極端に増嵩し

ない範囲で、柔軟な財政運営

が可能。

【領域C】

・公債費の比率が高く、公債費以外

は低い状況から、行革努力による財

源捻出の可能性は低い。

・公債費が逓減するまで、新たな投

資は極力抑制する必要あり。
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〔図3〕歳出規模
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市町村名 大船渡市

〔表5〕 人件費と公債費の適正度　（⇒財政硬直の最大要因である人件費、公債費の状況はどうか） （単位：百万円、％）

順位

職員数 n
+

456 439 436 424 423 414 ▲ 42 ↑　　

　うち普通会計関係 401 385 383 372 370 357 ▲ 44 ↑　　

　うち企業会計等会計 55 54 53 52 53 57 2 　　↓

人口千人当たり職員数 定
員

10.4 10.1 10.1 10.0 10.1 10.0 12.7 10 ▲ 0.4 　　↓

ラスパイレス指数（給与水準） 給
与

96.9 96.6 96.3 96.6 97.1 96.9 95.5 29 0.0 　　↓

公債費負担比率 一
般

18.7 17.9 17.1 17.3 17.5 16.3 20.5 3 ▲ 2.4 ↑　　

実質公債費比率（３ヵ年平均） 公
営

15.6 15.6 14.7 13.7 17.0 5 ▲ 1.9 ↑　　

※職員数・ラスパイレス指数は(n+1)年度４月１日現在。　※実質公債費比率は(n+1)年度の値

〔表6〕 投資的経費の状況　（⇒社会資本整備のための投資的経費の状況はどうか）

歳出に占める普通建設事業費の割合 16.6 16.7 17.6 17.2 19.9 26.1 13.4 1 9.5 ↑　　

　うち単独事業 国
の

9.0 10.3 12.9 9.8 8.2 15.1 7.1 1 6.1 ↑　　

〔表7〕 プライマリーバランスと地方債残高の状況　（⇒ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽの黒字が確保されているか、その結果地方債残高はどうか）

元金償還額（臨財債を含む） 1,987 1,883 1,790 1,835 1,847 1,728 ▲ 259 ↑　　

地方債発行額（臨財債を含む） 2,691 1,882 1,906 1,740 2,190 3,516 825 　　↓

地方債残高（臨財債を含む） 19,740 19,739 19,855 19,760 20,103 21,891 2,151 　　↓

プライマリーバランス（発行額/償還額） 135.4 99.9 106.5 94.8 118.6 203.5 64.5 35 68.1 　　↓

地方債現在高倍率 地
方

179.5 187.2 188.6 185.3 191.8 207.7 191.4 24 28.2 　　↓

※地方債残高にはNTT債を含まないので、前年度との差引きが合わない場合がある。

〔表8〕 将来の財政負担の状況　（⇒将来的な財政負担の状況はどうか）

19,740 19,739 19,855 19,760 20,103 21,891 2,151 　　↓

525 1,134 621 4,415 3,081 276 ▲ 249 ↑　　

3,178 3,033 2,894 2,692 2,215 1,534 ▲ 1,644 　　↓

17,088 17,841 17,582 21,483 20,969 20,634 3,546 　　↓

将来財政負担比率 将
来

155.4 169.2 167.0 201.4 200.0 195.8 178.0 23 40.4 　　↓

170.2 158.9 128.7 24

【国保等事業会計の状況】　※国保（事業勘定）、国保（直診勘定）、老人保健、介護保険、介護サービスの特別会計

〔表9〕 収支の状況

全事業会計の実質収支合計額 224 231 268 288 288 311 87 　　↓

上記の標財規模に対する割合 2.0 2.2 2.5 2.7 2.7 3.0 2.4 9 1.0 　　↓

国保（事業勘定） 178 203 244 202 156 141 ▲ 37 　　↓

国保（直診勘定） 0 0 0 0 0 1 1 ↑　　

老人保健 0 0 0 0 0 0 0 　　↓

介護保険 46 28 24 84 131 166 120 ↑　　

介護サービス #VALUE! #VALUE! #VALUE! 1 1 2 #VALUE! #VALUE!

〔表10〕 一般会計等からの繰入金の状況

954 999 1,003 1,059 1,048 719 ▲ 235 ↑　　

上記の標財規模に対する割合 8.7 9.5 9.5 9.9 10.0 6.8 5.4 25 ▲ 1.9 ↑　　

国保（事業勘定） 327 303 307 334 327 258 ▲ 69 ↑　　

国保（直診勘定） 95 99 76 59 37 31 ▲ 64 ↑　　

老人保健 226 259 266 300 296 13 ▲ 213 ↑　　

介護保険 305 338 353 367 389 417 112 　　↓

介護サービス #VALUE! #VALUE! #VALUE! 0 0 0 #VALUE! #VALUE!
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〔図5・8〕H21実質公債費比率及びH20将来負担比率の状況
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〔図5-1〕職員数と人口千人当たり職員数
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〔図5-2〕ラスパイレス指数
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〔図5-3〕公債費負担比率と実質公債費比率
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〔図7〕地方債残高とプライマリーバランス
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〔図8〕将来の財政負担

将来財政負担額 将来財政負担比率 将来負担比率
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は、回避する必要あり。
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ならないよう留意。
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将来負担は重い。

・将来負担に備えて基金を積み

増す等対応が必要。

【領域C】

・現在の公債費負担は重いが、将

来負担は比較的軽い。

・借換債の発行により公債費負担

を平準化することも可能。
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〔図6〕普通建設事業費の状況

歳出に占める普通建設事業費の割合
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(%)
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市町村名 大船渡市

【公営企業の状況】
〔表11〕 収支の状況　　※法適用は純損益、法非適は実質収支 （単位：百万円、％）

順位

全公営企業会計の収支合計額 113 127 90 89 105 70 ▲ 43 　　↓
上記の標財規模に対する割合 1.0 1.2 0.9 0.8 1.0 0.7 0.0 14 ▲ 0.3 　　↓

上水道 99 112 69 65 68 43 ▲ 56 　　↓
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

簡易水道 5 3 6 4 7 8 3 ↑　　
市場 0 1 2 3 10 5 5 ↑　　
公共下水道 6 10 7 16 13 10 4 ↑　　
漁業集落排水 3 1 6 1 7 5 2 ↑　　
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

〔表12〕 資金不足の状況
- 将来財政負担額の標準財政規模に対する割合 - - -
- - - -
- - - -

〔表13〕 一般会計等からの繰入金の状況
全公営企業会計の繰入金合計額 521 504 496 612 483 505 ▲ 16 ↑　　
上記の標財規模に対する割合 4.7 4.8 4.7 5.7 4.6 4.8 7.2 9 0.1 　　↓
うち基準外繰入金合計額 265 296 290 400 302 205 ▲ 60 ↑　　

上水道 0 10 10 20 19 20 20 　　↓
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

簡易水道 15 12 27 66 37 42 27 　　↓
市場 13 24 41 3 8 0 ▲ 13 ↑　　
公共下水道 199 193 183 286 194 117 ▲ 82 ↑　　
漁業集落排水 39 57 28 26 44 26 ▲ 13 ↑　　
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

基準内繰入金合計額→ 256 208 206 212 181 300
【一部事務組合等への財政支援等の状況】　　〔表14〕一部事務組合等への負担金、補助金の状況

負担金・補助金1,377 1,453 1,439 1,389 1,415 1,481 104 　　↓
貸付金0 0 0 0 0 0 0 　　↓

※「貸付金計」にはH20年度決算において「貸付残高」のある組合等を掲げている →該当無し

【土地開発公社への財政支援等の状況】　　〔表15〕土地開発公社への補助金、貸付金、債務保証残高の状況
補助金 0 0 0 0 0 0 0 　　↓
貸付金 0 0 0 0 0 0 0 　　↓
債務保証残高 0 0 0 556 558 0 0 　　↓
平成19年度末の「供用済み土地」 - 百万円
平成19年度末の「未収金土地」 - 百万円

【第三セクターへの財政支援の状況】　　〔表16〕第三セクターへの補助金、貸付金、損失補償残高の状況
補助金 24 6 6 0 30 7 ▲ 17 ↑　　
貸付金 0 0 0 0 0 0 0 　　↓
損失補償残高 0 0 0 0 0 0 0 　　↓

法非適
用企業

資金不
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項　　目

貸付金計
補助金、負担金計

法適用
企業

基準外
繰入金
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用企業
基準外
繰入金

法適用
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県
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〔図14〕一部事務組合への財政支援の状況
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〔図11-1〕公営企業の収支の状況
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〔図13-1〕公営企業の繰入金の状況
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〔図11-2〕公営企業の収支の状況（会計別）
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〔図13-2〕公営企業の基準外繰入金の状況（会計別）
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〔図15〕土地開発公社への財政支援の状況
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〔図16〕第三セクターへの財政支援の状況
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〔図13-3〕H20企業債残高とH20公営企業の繰入金の状況

【領域D】

・企業債残高が多く、繰入金も多額で、一般

会計の大きな負担となっている。

・公営企業の経営健全化により、一般会計

負担の軽減化が必要。

【領域Ｂ】

・企業債残高は多いが、繰

入金は比較的少額で、一般

会計の大きな負担とはなっ

ていない。

・一般会計負担が増嵩しな

いよう公営企業の健全経営

の維持が必要。

【領域C】

・企業債残高は少ないが、繰入金は多

額で、一般会計の大きな負担となって

いる。

・公債費負担以外への繰入が多額と

なっている可能性あり。妥当な繰入であ

るか検証が必要。

平均

【領域A】

・企業債残高は少なく、繰入金も比較

的少額で、一般会計の大きな負担と

はなっていない。

・ただし、公営企業による行政サービ

ス水準が適切か検証が必要。
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